
  　

　令和５年度音更町一般会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 22,240,000千円と定める。　

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、｢第１表　歳入歳出予算」による。

　（債務負担行為）

第２条　地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表　債務負担行為」による。

　（地方債）

第３条　地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３

　表　地方債」による。

　（一時借入金）

第４条　地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、2,400,000千円と定める。

　

令 和 ５ 年 度 音 更 町 一 般 会 計 予 算
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歳   入 （単位：千円）

1 5,329,261

1 町 民 税 2,512,851

2 固 定 資 産 税 2,279,403

3 軽 自 動 車 税 149,006

4 市 町 村 た ば こ 税 355,000

5 入 湯 税 33,001

2 342,466

1 自 動 車 重 量 譲 与 税 239,000

2 地 方 揮 発 油 譲 与 税 79,000

3 森 林 環 境 譲 与 税 24,466

3 2,000

1 利 子 割 交 付 金 2,000

4 25,000

1 配 当 割 交 付 金 25,000

5 10,000

1 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 10,000

6 57,000

1 法 人 事 業 税 交 付 金 57,000

7 1,200,000

1 地 方 消 費 税 交 付 金 1,200,000

8 20,000

1 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 20,000

9 22,000

1 自 動 車 税 環 境 性 能 割 交 付 金 22,000

10 46,500

1 地 方 特 例 交 付 金 42,000

2 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 対 策

地 方 税 減 収 補 填 特 別 交 付 金

11 5,620,000

1 地 方 交 付 税 5,620,000

第　１　表  　歳　入　歳　出　予　算

款 項 金　　　　　額

町 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

自 動 車 税 環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

4,500
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12 8,000

1 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 8,000

13 206,182

1 分 担 金 48,351

2 負 担 金 157,831

14 466,093

1 使 用 料 291,756

2 手 数 料 174,337

15 2,773,860

1 国 庫 負 担 金 1,928,645

2 国 庫 補 助 金 836,777

3 委 託 金 8,438

16 1,826,113

1 道 負 担 金 1,076,407

2 道 補 助 金 653,003

3 委 託 金 96,703

17 124,288

1 財 産 運 用 収 入 29,569

2 財 産 売 払 収 入 94,719

18 500,000

1 寄 附 金 500,000

19 1,195,448

1 繰 入 金 1,195,448

20 1,000

1 繰 越 金 1,000

21 392,189

1 延 滞 金 及 び 加 算 金 1,001

2 預 金 利 子 1

3 貸 付 金 収 入 294,112

4 受 託 事 業 収 入 19,287

5 雑 入 77,788

22 2,072,600

1 町 債 2,072,600

22,240,000

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

寄 附 金

道 支 出 金

町 債

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

諸 収 入

繰 越 金

繰 入 金

財 産 収 入
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歳   出

1 133,378

1 議 会 費 133,378

2 1,103,494

1 総 務 管 理 費 337,437

2 徴 税 費 44,824

3 消 防 費 659,560

4 選 挙 費 57,863

5 監 査 委 員 費 3,810

3 951,199

1 企 画 費 894,377

2 統 計 調 査 費 1,689

3 広 報 広 聴 費 55,133

4 5,886,328

1 社 会 福 祉 費 2,127,502

2 高 齢 者 福 祉 費 779,838

3 児 童 福 祉 費 2,698,348

4 保 健 衛 生 費 280,640

5 2,270,391

1 町 民 費 1,601,470

2 環 境 生 活 費 668,921

企 画 費

総 務 費

款 項 金　　　　　額

議 会 費

保 健 福 祉 費

町 民 生 活 費
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6 1,580,672

1 農 業 費 387,677

2 林 業 費 113,857

3 土 地 改 良 費 630,087

4 商 工 観 光 費 449,051

7 2,378,370

1 都 市 計 画 費 91,582

2 土 木 費 1,491,487

3 建 築 住 宅 費 671,171

4 上 下 水 道 費 124,130

8 2,436,029

1 教 育 総 務 費 659,009

2 小 学 校 費 644,994

3 中 学 校 費 479,799

4 社 会 教 育 費 265,211

5 社 会 体 育 費 387,016

9 2,268,523

1 公 債 費 2,268,523

10 605,751

1 諸 支 出 金 605,751

11 2,620,865

1 職 員 給 与 費 2,620,865

12 5,000

1 予 備 費 5,000

22,240,000

産 業 振 興 費

建 設 費

教 育 費

公 債 費

予 備 費

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計

諸 支 出 金

職 員 費
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令和5年度に診療所開設等をする者に対する奨励金の助
成

3年

木野コミュニティセンター自動制御設備改修工事 令和6年度 29,612千円

大家畜（養豚）特別支援資金の融通に伴う利子補給（令
和5年度）

町内の農業協同組合が実施する粗飼料増産耕畜連携推進
事業に対する補助

令和6年度

北海道農業公社優良肉用牛借受け（令和5年度）

道営土地改良事業（下士幌地区農道整備特別対策）

令和5年度に音更町土地開発公社が行う貸付特約付分譲
に伴う売買代金相当額の利子助成

10年

令和5年度に指定地域に事業所等を立地する者に対する
奨励金の助成

5年

令和5年度に指定地域に事業所等を立地する者が金融機
関から借り入れる土地購入資金の利子助成

7年

飼料用ライ麦の作付け又は収穫を行う農業者に対して町内の農業協
同組合が補助する額（10アール当たり4,000円）に2分の1を乗じて
得た額

売買代金相当額に音更町土地開発公社が借り入れしている事業資金
の利率を乗じた額

第　２　表　　　債　務　負　担　行　為

事             項 期       間 限      度      額

固定資産税相当額

音更町が北海道農業公社から借り受ける優良肉用牛について、貸付及び譲渡契約書並びに管理料納入契
約書の範囲内で支払うものとする。

地方財政法第27条の規定に基づく範囲内において音更町が負担する。

貸付残高に融資機関との契約に定める利率を乗じた額とする。

固定資産税相当額

年利3％を上限とする利子相当額
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令和5年度に空き店舗を買い取り又は借り上げて創業す
る者に対する空き店舗の内外装改修費及び賃借料の助成

令和6年度

令和5年度に指定地域に事業所等を立地する者の雇用増
に対する助成

令和6年度

令和5年度音更町商工業振興資金の融通に伴う利子助成 10年

令和5年度音更町商工業振興資金の融通に伴う信用保証
料の助成

5年

令和5年度に本社等の特定業務施設を立地する者に対す
る奨励金の助成

3年

既存借上型公営住宅借上げ（令和5年度借上げ分） 6年

子育て世帯向け民間賃貸住宅に入居した者に対する家賃
の補助（令和5年度入居契約者分）

住宅確保要配慮者専用賃貸住宅家賃等低廉化補助（令和
5年度管理開始分）

音更町土地開発公社が行う音更町ＩＣ工業団地造成に伴
う事業資金借入に係る債務保証

令和6年度

融資利率の2％を超え4％を限度とする利子相当額

信用保証料相当額

1件当たり36,000千円

1件当たり1,000千円

20,000千円

月額15,000円を上限として、入居日の属する月から60月間を限度とする。

既存借上型公営住宅賃貸借契約に定める額とする。

家賃（上限月額20,000円）及び家賃債務保証料（上限60,000円）の低減額を管理開始から10年間を限度
として補助する。

固定資産税相当額
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（単位：千円）

起　　債　　の　　目　　的 限　度　額 起債の方法 利　　　率 償　還　の　方　法

環境配慮車購入事業 13,900

非常用自家発電設備整備事業 14,200

消防車両整備事業 12,400

消火栓新設事業 6,000

第１子ども発達支援センター改修事業 4,300

学童保育所改築事業 6,400

地域会館等改修事業 43,000

火葬場改修事業 5,100

霊園整備事業 18,700

旧特産センター解体事業 56,200

国営土地改良事業 63,300

道営畑地帯総合整備事業 11,400

道営農道整備特別対策事業 29,200

ふるさと農道緊急整備事業 45,800

なつぞら公園整備事業 61,000

長流枝スマートインター線整備事業 3,400

公園整備事業 39,000

地方道路等整備事業（道路事業） 507,500

公営住宅建設事業 313,800

学校施設給排水設備改修事業 35,200

第　３　表　　　地　　　方　　　債

政府資金及び機構資金はその融通条件によ

り、銀行その他の資金はその債権者との協

定による。ただし、町財政の都合により据

置期間及び償還期限を短縮し、若しくは繰

上償還し、又は低利に借り換えることがで

きる。

証書借入 ４％以内

ただし、利率見直し
方式で借り入れる資
金について、利率の
見直しを行った後に
おいては、当該見直
し後の利率
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学校施設防水改修事業 74,900

学校施設屋外トイレ整備事業 75,500

柳町小学校大規模改修事業 117,800

学校施設等冷暖房設備改修事業 900

学校水泳プール改修事業 13,800

学校施設等トイレ改修事業 90,900

緑南中学校長寿命化事業 167,700

生涯学習センター改修事業 15,500

集団研修施設改修事業 19,700

文化センター改修事業 19,400

図書館改修事業 1,000

屋外施設整備事業 12,900

軽スポーツセンター改修事業 18,300

総合体育館改修事業 5,000

上水道出資事業 36,500

臨時財政対策債 113,000

合　　　　　　計 2,072,600
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